
1 

総務委員会所管事務調査報告書 

 

【はじめに】 

消防行政は、住民の生命・身体・財産を災害から守るという重要な責務を果たすため、

一定水準の消防力を常に保持し続けなければならないが、近年、災害は複雑化、多様化し、

消防の救急業務も高度化しており、住民の信頼と期待に応えるためには、その充実・強化

が求められている。 

現在、亀山市では、毎年約３０件程度の火災が発生しており、これまで、組織面では、

消防職員の定数を増やしたり、現場活動の統制と安全管理体制の構築のための指揮支援隊

の設置、更には新たに北東分署を開設するなど、その体制強化に努めてきた。 

また、関町の伝統的建造物群保存地区などでは、一旦火災が発生すると被害が短時間で

拡大することが懸念されるため、地域において防火訓練を重ねてきている。 

しかし、火災から市民の命や財産を守るためには、現状の消防力に満足することなく、

あらゆる面からその強化に取り組んでいかなければならない。 

以上のことから、総務委員会では安全・安心なまちの実現を目指し、地域の実情に応じ

た消防力を維持していくため、「消防力の強化」をテーマに設定し、消防設備や資機材の充

実、機動力の強化、消防活動体制の整備など、災害対応力の向上に向けた取組について、

調査・研究を行ったので、その結果を以下のとおり報告する。 

 

【現状把握】 
当委員会では、市の消防力について現状を把握するため、消防行政を担う消防本部から、

消防の組織体制や火災の発生状況、火災・救急の出動件数、消防水利の基準や企業内消防

力の状況などについて資料を求め聞き取りを行った。 

  

１ 消防力の現状について 

（１）常備消防の車両等の状況について 

《経過》 

 ◎平成２１年 水利の乏しい環境での対応として、少量の水でも効果的に消火できる 

圧縮空気泡消火システムを導入した。 

◎平成２８年 ４，５００リットルの水が積載できる小型動力ポンプ付水槽車を導入         

し、水利状況が悪いところでも一定の水が確保できる体制を整備した。 

◎令和 ３ 年 鈴鹿市との共同運用・共同整備事業により、より高性能な装備の３５ⅿ

級はしご付消防自動車に更新した。 
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常 備 車 両 一 覧 

 

（２）消防体制等について 

《経過》 

◎平成２４年 指揮支援隊を設置 

◎平成２５年 山岳救助隊を設置 

◎平成２７年 北東分署を設置 

◎平成３０年 組織・機構の再編により消防救助グループを新設 

 

《概要》 

◎指揮支援隊は、平日の日勤者のみで構成されている。 

◎人員体制は１署２分署の体制で、令和元年度時点の職員数は消防本部２９名、消防

署５４名の合計８３名となっている。消防救助グループ、救急グループ、関分署、

北東分署で勤務する分署長以下の職員は２つのグループで構成され、１昼夜交代勤

務を行っている。 

 ◎消防庁が実施した令和元年度消防施設整備計画実態調査における消防職員数は、常

時運用するために必要な隊員の数や通信員、予防要員の数、総務事務に必要な職員

数等を合算して得た数を基準として、勤務体制、業務執行体制、休暇や教育訓練の

日数などを勘案して割り出されている。本市の消防職員数は、算定数１３４人に対

して整備数８３人で、充足率は６１．９％となっており、他市と比較すると低い数

値である。 

 

 

 

 

車       種 台数 車       種 台数 

消防ホンプ自動車 ３ 指揮車 １ 

はしご付き消防ポンプ自動車 １ 防災広報車 １ 

救助工作車 １ 指令広報車 １ 

水槽付消防ポンプ自動車 １ 資機材搬送車 １ 

化学消防ポンプ自動車 １ 事務連絡車等 ２ 

小型動力ポンプ付水槽車 １   

高規格救急自動車 ４ 合   計 １８ 
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各市の消防職員算定数と消防職員整備数 

 

消防本部名 消防職員算定数 消防職員整備数 比  率 

亀山市 １３４人 ８３人 ６１．９％ 

名張市 １６６人 １１８人 ７１．１％ 

志摩広域消防組合 １８２人 １４１人 ７７．５％ 

伊賀市 １８８人 １７９人 ９５．２％ 

三重紀北消防組合 １４３人 １０９人 ７６．２％ 

 

（３）火災の発生状況と救急出動の現状について 

 本市では、平成２２年から令和元年の１０年間で２７８件の火災が発生している。 

令和元年の火災の発生状況 

 建 物 林 野 車 両 その他 合 計 

令和元年 ６件 １件 ６件 １１件 ２４件 

  

また、昨年１２月には能褒野町で車両１５台、職員のべ９５名、団員約３０名、近隣

企業の自衛消防組織、更に県内相互応援協定により県内４消防本部に対して応援要請を

行った大規模な火災も発生している。 

一方、救急車の出動状況については、令和元年に２，３２５件となり過去最高の出動

件数であった。 

 

（４）防火対象物及び危険物施設の状況について 

 令和元年度末時点における市内の防火対象物は２，６８０件存在しており、そのうち大 
規模な防火対象物や、火災発生時に人命への甚大な被害をもたらすと考えられる施設など 
で甲種防火管理者を必要とする施設が３５０件、それ以外で乙種防火管理者を必要とする 

施設が１９７件ある。 

 また、危険物製造所等の施設は、令和元年度末時点で市内に３４４施設存在している。 

 

 ２．消防水利について 

（１）消防水利の基準について 

「消防水利の基準」（昭和３９年消防庁告示）は、消防法第２０条第１項に規定する

「消防に必要な水利の基準」であり、消防庁の勧告として制定され、市町村の消防機関 

が消防活動をするために必要とする水利について定められている。 

その基準は、常時貯水量が４０立方メートル以上、または取水可能水量が毎分１立方メ
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ートル以上で、かつ連続４０分以上の給水能力を有するものでなければならない。また、

消火栓は、消防自動車等のポンプの給水口に直結する部分の口径が６５ミリメートルで、

直径１５０ミリメートル以上の配水管に取り付けなければならない。 

 

（２）消防水利の現状について 

令和元年度消防施設整備計画実態調査では、市内で住居がある地域のうち、近隣商業地

域等の区域を１４０メートル四方、市街地と準市街地は１７０メートル四方、それ以外の

地域は２００メートル四方のマス目状に区切り、その枠の中に基準に適合した消防水利が

存在するかを、消防庁が調査した。 

その調査の結果、本市は、消防水利の算定数９５０に対し整備数５６０で、充足率は５

８．９％となっており、基準に適合した消防水利の充足率は、他市と比較して低い状況で

あった。 

令和元年度の各市の消防水利の現状 

消防本部名 消防水利算定数 消防水利整備数 充足率 

亀山市 ９５０ ５６０     ５８．９％ 

名張市 １，２００ １，００４     ８３．７％ 

志摩広域消防組合 ９９６ ６３５     ６３．８％ 

伊賀市 ２，３９０ １，５０８ ６３．１％ 

三重紀北消防組合 ９８６ ８５１     ８６．３％ 

 

（３）消防水利の基準適合率について 

本市では、消火栓については、基準適合率３６．２％、防火水槽については、基準適合

率７０．２％となっており、特に消火栓の基準適合率が低い状況である。 

消火栓は、上水道の配管布設工事に合わせて改修、移設、新設を行っているが、水道管の

直径は住宅の戸数や使用量によって決まるため、水道管を更新したとしても基準に適合した

消火栓に更新できるわけではない。 

また、開発行為の際には基準が決められており、一定規模以上のものは消火栓や防火水

槽の設置をするよう指導ができるが、開発行為の届け出が不要な開発については指導がで

きない。 

令和元年度の亀山市の消火栓、防火水槽の基準適合率 

消防本部名 
消火栓 防火水槽 

総基数 
基準適合 
基数 割合 総基数 

基準適合 
基数 割合 

亀山市 １，６７５ ６０６ ３６．２％ ４４０ ３０９ ７０．２％ 
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３．非常備消防について 

（１）消防団について 

本市消防団は、令和２年４月１日現在で、条例定数４１５人に対し３９５人、充足率は

９５．１％である。また、消防団の持つ資機材や設備（詰所等）の更新については、消防

団と協議しながら検討を進めている。 

一方、消防団の費用弁償については、令和３年４月１３日付け消防庁長官から「消防団

員の報酬等の基準の策定等について」の通知があり、消防団員数は２年連続で１万人以上

減少しているという危機的な状況であるとしたうえで、消防団員の処遇の改善等について

積極的な取組を行うよう助言している。その中で、例えば出動報酬の額について、災害に

関する出動については、一日当たり８，０００円を標準としており、本市の場合はそれよ

り低くなっている。 

亀山市消防団員の費用弁償 

区        分 金   額 

水火災その他の災害に出動した場合 １回につき５，０００円 

水火災その他の災害の警戒及び行方不明者の捜索に出動した場合 １回につき４，０００円 

訓練に出動した場合 １回につき４，０００円 

広報活動及び指導(講習会における指導をいう。)を行った場合 １回につき４，０００円 

研修及び会議に出席した場合 １回につき３，０００円 

 

（２）自衛消防組織について 

 平成１９年に消防法が改正され、災害発生時に相当の被害が生じる可能性があり、また

多数の者が出入りする大規模及び高層で一定の基準を超える建物に、初期消火の段階にお

ける消火活動、避難の誘導等を目的とした自衛消防組織の設置が義務付けられた。 

市内では、日東電工株式会社亀山事業所、古河電気工業株式会社三重事業所、シャープ

ディスプレイテクノロジー株式会社、凸版印刷株式会社エレクトロニクス事業本部三重第

１工場の４社が該当する。また、法的設置義務はないが、自主的に自衛消防組織と同等の

消防組織を設置し防火管理を行っている企業もある。 

 

（３）消防訓練について 

 消火栓を用いた訓練は、現在、水道水が濁るため行っていない。水道水の濁りは、エポ

キシ樹脂等を使用した水道管に変えることで改善を図ることができるが、現在、まだ全体

の１２％程度しか交換されていないことから、消火栓を用いた訓練実施は容易ではない。 

そこで、その代わりとして、北東分署において水槽付車両を使用した放水訓練を実施し

ているが、実績は年３回程度である。 
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 また、市民が初期消火で使用する消火栓ボックスや消防ホース等の資機材は、自治会の

管理となっていることから、火災発生時にそれらの資機材の使用に支障が生じないよう管

理にかかる指導、訓練等を実施する必要がある。 

 

 

４．防災啓発活動について 

 自治会や企業などに対して、消火器の取扱いや避難訓練の方法等、防火啓発活動を行っ

ている。（令和元年度実績：１３３回） 

また、行政情報番組「マイタウンかめやま」において、適宜、防災啓発情報を放映して

おり、平成１９年度から平成２６年度は番組内に「ハートフルステーション１１９」とし

てコーナーを設け啓発を行った。 

さらに、平成２４年４月から、亀山市少年消防クラブの活動を開始しており、市内の小

学４年生から６年生を対象に、少年少女のころから消防・防災に関する知識を身につけて

もらい、将来の地域防災の担い手となる人材を育成している。 

 

【行政視察】 

令和３年８月１７日に、調査・研究テーマ「消防力の強化」に沿った先進地として、岐

阜県高山市をオンラインで視察した。 

高山市は、２地区が伝統的建造物群保存地区に指定され、土蔵を伝統的建造物として特

定することで、その整備に対して補助を出し、防火帯としての機能を強化している。 

また、木造家屋が大部分を占める伝統的建造物群保存地区では、類焼防止を防ぐ観点か

ら初期消火に係る様々な資機材を貸与するほか、自衛消防組織への活動補助金交付、「自主

防災組織のための防災活動ガイド」を作成、配布など、初期消火体制を充実させる取り組

みを行っており、初期消火の重要性を改めて感じることができた。 

また、消防団については、意識調査（アンケート）の実施や、消防団組織等検討委員会

を設置することで、処遇や環境の改善に努めている。 
今後、当市においても、消防団員を確保していくにあたり、処遇等を含めた環境の改善

に取り組んでいく必要がある。 

 

 

【検討結果のまとめ】 

総務委員会として、調査・研究テーマに掲げた「消防力の強化」について、現状把握、

行政視察を行い、協議を積み重ね、検討した結果の課題・問題点は、次のとおりである。 

 

１．消防庁の調査による算定に対する消防水利の充足率が低く、また消火栓や防火水槽で

基準を満たしていないものが多くあるため、火災時に水量不足を招く可能性がある。 
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２．消防庁の調査による算定に対する職員数の充足率が低く、現場対応に人手不足を招く

可能性がある。また、指揮支援隊については、現場の統制と安全管理を目的に設置さ

れているにも関わらず、平日の日勤者のみの体制となっている。 

 

３．初期消火に使用する資機材の管理は、自治会に任せているため、訓練や管理方法に地

域差がある。 

 

４．非常備消防の消防団の費用弁償について、当市の額は、消防庁の示す 消防団員の報酬

等の基準の策定等 の金額よりも低い 

 

５．老朽化した消防団詰所が増加している。 

 

よって、総務委員会として、複雑化・多様化する災害から住民の生命・身体・財産を守

るという重要な責務を果たすため、消防力の強化について検討するよう、下記のとおり市

長に対し提言を求める。 

 

記 

１．火災発生時に水量不足とならないよう 消火栓及び防火水槽については、消防法第２０

条第１項に規定する「消防に必要な水利の基準」を満たすものへと更新し、消防水利

の充足率を改善すること 。 

 

２．火災発生時に誰もが迅速かつ安全に初期消火が行えるよう、消防水利及び消火栓ボッ

クスの使用方法や管理に関するマニュアルを早期に作成し、消防訓練で活用すること。

また、平素から様々な手段を講じて、市民の防火・防災に対する意識啓発に努めるこ

と。 

 

３．現在の消防職員数は、消防庁の調査により算定する職員数と大きく乖離すること から

様々な災害に適切に対応できる職員数を確保するため、亀山市定員適正化計画の見直

しを行うこと。また、日勤者のみで構成する指揮支援隊については、休日・夜間を問わ

ず、災害時に迅速に対応できる体制に改めること。 

 

４．非常備消防の充実のため、消防庁からの助言に基づき、消防団員の費用弁償等の処遇

改善を図るとともに、消防団詰所の建替えや資機材の更新など、環境整備に取り組む

こと。 

 

 


